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第１６回原子力委員会臨時会議議事録 

 

１．日  時  ２０１０年３月１８日（木）１０：００～１２：１０ 

 

２．場  所  中央合同庁舎４号館 ６階 ６４３会議室 

 

３．出 席 者  原子力委員会 

近藤委員長、鈴木委員長代理、尾本委員 

        東京都市大学工学部原子力安全工学科 岡田准教授 

        日本原子力学会 工藤副会長 

        原子力人材育成関係者協議会 辻倉主査 

        東京大学大学院工学系研究科原子力専攻 班目教授 

        内閣府 

         中村参事官、藤原参事官補佐 

 

４．議  題 

 （１）原子力政策大綱の政策評価「人材の育成・確保」に係る有識者との意見交換 

（２）その他 

 （３）人事案件（非公開） 

 

５．配付資料 

  （１－１）「人材の育成・確保」の評価における論点ポイント（案） 

  （１－２）原子力政策大綱の政策評価「人材の育成・確保」に係る有識者との意見交換

（第１回）で出された主なご意見 

  （１－３－１）東京都市大学工学部原子力安全工学科 准教授 岡田往子様 ご説明資料 

  （１－３－２）日本原子力学会 工藤和彦様 ご説明資料 

  （１－３－３）原子力人材育成関係者協議会 主査 辻倉米蔵様 ご説明資料 

  （１－３－４）東京大学大学院工学系研究科原子力専攻 班目春樹様 ご説明資料 

 

６．審議事項 

第２６回原子力委員会

資 料 第 ６ 号
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（近藤委員長）おはようございます。第１６回の原子力委員会臨時会議を開催させていただき

ます。 

  本日の議題は、１つ目が、原子力政策大綱の政策評価「人材の育成・確保」に係る有識者

との意見交換でございます。２つ目が、その他でございます。それから、事前のご案内には

ありませんでしたが、３つ目に非公開案件を１つ審議したいと思います。以上、よろしいで

しょうか。 

  はい、よろしければ、最初の議題からまいります。事務局、よろしくお願いします。 

 

 （１）原子力政策大綱の政策評価「人材の育成・確保」に係る有識者との意見交換 

 

（中村参事官）１番目の議題でございます。原子力政策大綱の政策評価「人材の育成・確保」

に係る有識者との意見交換でございます。 

  それでは、よろしくお願いいたします。 

（近藤委員長）この人材育成・確保に関する分野の政策評価につきましては、３月１０日に有

識者との意見交換を行ったわけでございますが、本日もまた同様の意見交換を行いたいと思

います。 

  本日は有識者として、東京都市大学の岡田先生、日本原子力学会の工藤副会長、先週もお

越しいただいた原子力人材育成関係者協議会の辻倉主査、そして東京大学大学院工学系研究

科の班目教授にお集まりをいただいております。 

  皆様には、大変お忙しい中お集まりをいただきましたこと、深く感謝しております。２時

間、１２時迄を予定しておりますので、よろしくお願いいたします。 

  さて、本日の進め方でございますが、まず事務局から今までに行った各機関の取組状況の

ヒアリング内容、それに対する委員の意見を踏まえまして、人材の育成・確保の評価におけ

る論点ポイント（案）、それから、先の１０日の意見交換で有識者からいただいたご意見が

まとまっているので、それについてあわせてご説明いただきます。続きまして、お集まりい

ただきました皆様からお一人５分程度でこの事務局の論点ポイント（案）に対するご意見を

いただき、その後、委員を交えて意見交換をしたいと思いますので、よろしくお願いします。 

  それでは、まず事務局から説明をよろしくお願いします。 

（藤原参事官補佐）事務局から説明をさせていただきます。委員会資料１－１、それから１－

２を使いましてご説明を申し上げます。 
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  最初に１－１でございます。この資料でございますけれども、先週お出しをしたものと同

じものになってございますが、簡単にご説明いたします。これまで定例会のヒアリングです

とかアンケートによる調査を通じまして各機関の取組状況について原子力委員会をして把握

をしてまいりましたけれども、そのうち現大綱において示されている政策のうち進展が見ら

れないもの、十分な取組が行われていないもの、また平成１７年度以降の状況変化を踏まえ

て新たに対応が必要と考えられるものや、対応の強化が必要と考えられるもの、こういった

ものを論点として抽出してございます。 

  また、その下に幾つか記述がございますが、現状というのはこの論点の抽出に至った背景、

主な意見についてはヒアリングにおいて述べられた関連の意見の要旨を書いてございます。

そして参考事例といたしまして、各ヒアリングの中でご紹介された取組の中からこの論点の

改善に向けて関連するような取組を記述をしてございます。 

  １ページ目の真ん中あたりに箱がございまして、論点１とございます。新たな知見・観点

を原子力分野に導入するために、多様な人材を活用することについてということでございま

して、原子力関係機関は原子力分野内の機関だけではなくて、原子力分野外の機関との積極

的な人材交流を推進する方策を検討する必要があるのではないか。また、多様な人材、例え

ば若手、女性等を登用する取組を強化する必要があるのではないかということを取り上げて

ございます。 

  それから、１ページおめくりいただきまして、３ページ目に論点２がございます。原子力

産業界における人材の育成・確保についてということでございまして、原子力産業界の技術

力の維持・向上を図るため、シニア世代から若手に対して知識、技術、技能の継承を確実に

おこなっていくための取組を強化する必要があるのではないか。また、産業の基盤を支える

関連会社等も含め、原子力産業界全体として体系的な研修システムを構築する等の取組の強

化が必要なのではないかということを取り上げてございます。 

  それから、もう１枚おめくりいただきまして５ページ目に論点３というところがございま

す。論点３でございますが、高等教育機関における教育の充実についてということでござい

まして、高等教育機関において、企業等の求める優れた人材を育成するためには、産業界や

研究機関がこういった高等教育機関の優れた取組を支援することが重要ではないか。それか

ら、原子力関係者は原子力工学以外の学科・専攻の学生も視野に入れて人材育成方策を検討

すべきではないか。また、教員の指導力の向上という観点で、教育活動に対して適切に評価

がなされる仕組みが必要なのではないか。また、高等教育機関でホットラボを利用した教育
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というのが重要といわれておりますが、これらを維持・整備するための方策を検討すべきで

はないか。以上４点が論点３の中に含まれてございます。 

  それから、論点４が８ページ目にございます。こちらは研究開発機関における人材の育

成・確保ということでございます。研究開発機関において、基礎・基盤的研究に従事する研

究者が減少傾向にあるということから、当該研究者を確保するための方策の検討が必要なの

ではないかということ。それから、研究開発機関の中でも特に原子力研究機構に関連する点

でございますが、こういった研究成果を活用して建設した施設・設備を運転、保守する技術

者というのを一定程度確保する取組が必要ではないか。また、その際、シニア人材から若手

への知見、技術及び技能の継承を確実におこなっていくための取組、こういったものの強化

が必要なのではないかとしてございます。 

  その背景の現状はその下にございます。省略させていただきます。 

  それから、論点５が１０ページ目にございます。専門能力を備えた人材の育成・確保につ

いて。原子力分野の専門的資格を有した優れた人材を活用するためには、能力や責任に応じ

た処遇というものが必要なのではないかということ。それから、原子力安全規制機関におい

て安全を確保し、合理的な審査を今後も継続するため、専門的人材の育成・確保を行うため

の取組の強化が必要ではないかということを述べてございます。 

  それから、最後論点６が１１ページ目でございます。原子力国際人材の育成、及び国際協

力についてということでございます。国際機関あるいは国際的なビジネスの場において活躍

できる人材を育成するための方策を検討していく必要があるのではないかというのが１つ。

それから、我が国がこれまでに培ってきた技術、知見を生かした人材育成を国際的なビジネ

スモデルとリンクさせる、そういった方策が必要なのではないか。 

  以上が抽出してまいりました論点でございます。 

  続きまして、資料１－２にまいります。こちらは前回３月１０日に同じようにこういった

有識者の方とのご意見交換の場を設けさせていただきましたけれども、そこで出されました

ご意見についてまとめてございます。ただ、ここでまとめておりますのは、今ご説明申し上

げました資料１－１と内容が重複する部分は省いてございまして、資料１－１に追加すべき

論点として出されたご意見のみまとめてございます。こちらも読み上げのような形でご紹介

をさせていただきます。 

  まず、全体に係るご意見といたしまして、各機関で取り組まれている人材育成活動をより

効率的・効果的なものにするためには、各機関が行っております人材育成活動の中心となっ
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て統括推進するハブとなる機関、それから活動主体同士を結ぶネットワーク、こういったも

のが必要ではないかというご意見。 

  また、原子力分野の人材育成を今話題にしてございますけれども、他分野、原子力分野以

外の分野でも重要な課題となっている場合もあり、知見を共有することが必要ではないか。

また、我が国の原子力機関で人材の有効活用がうまくいってないのではないか。例えば同じ

機能を有する機関が複数あることによって人材が分断してしまっているのではないか。こう

いったご意見が出されてございます。 

  また、論点１に関連しまして、原子力関係機関において多様な人材を登用するためには、

新しくその分野に参入しようとする人材、特にマイノリティという言い方をされてございま

したが、例えば外国人であったり女性であったり、そういった方々に対して障壁を設けない

ことや、継続して門戸を開き続けることが必要ではないかというご意見がございました。 

  特にその障壁を設けないという点についての補足がございまして、処遇の公平性を保つ、

また、特に育児中の者への制度的なバックアップをする、そういったことを例に出されまし

て障壁を設けないというご意見がございました。 

  それから、論点２に関連しまして、原子力発電所の信頼性については、現場作業に携わる

技術者・技能者に大きく依存しており、人材育成への取組とともに、それらの人材が現場に

おいて尊敬され、社会的に認められる、こういうことが重要ではないかというご意見。 

  また、社会の中で、社会における原子力の位置づけ、原子力の分野における現場技術者・

技能者の位置づけが認識され、正しく評価されることが重要。こういったご意見もございま

した。 

  裏にまいります。論点３に関連いたしますと、企業と大学の間に生じている人材育成の基

本方針のミスマッチというものが、例えば企業がどのような人材を必要としているか、こう

いった点が大学にうまく伝わっていない、そういった双方向間のコミュニケーション不足が

原因ではないか。また、教員は教えられる側から見て魅力のあるような教え方ということを

考えていく必要があるのではないか。また、教員が原子力について学生を指導する場合に、

原子力技術が持つ二面性について、正しく現実を学生に伝えていくことが重要ではないか、

こういったご意見がございました。 

  論点５に関連しましては、技術・技能を有した高齢化人材については、各機関単独ではな

く、原子力関係機関全体で登用を考えていく必要があるのではないか。技術士のような高度

な専門資格を有した技術者については、専門性を生かした形で社会の中でその役割を果たし
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ていける仕組みを構築していくこと、これが重要ではないかというご意見でございます。 

  最後、論点６に関連しまして、これは国際的な機関で働くというようなことが特に念頭に

ございますが、自分の行う仕事というのが国際社会のためになるとともに、自国のためにも

なるということをロジカルに考えられるような人材を育成することが重要ではないか。また、

国内における外国人の人材育成という観点では、育成後のフォローアップが非常に重要であ

る。育成した人材の中には、出身国に戻って原子力関係機関のキーパーソンとなっている場

合もありますので、そういったことを念頭においてのご意見がございます。 

  それから、３つ目、人材育成に関する国際協力で大切なことは、相手国の中でどのような

人材が必要とされているのか、ニーズを把握し、活動することである。海外の企業では国籍

を問わず人材を採用しているところもあるが、日本国内の企業はそうなっていないところが

多いのではないかというご意見。また、海外の大学との交流について、我が国の大学は諸外

国と比較してその交流が少ないなど、教育の国際化に向けた取組が十分ではないのではない

か、こういった点が前回新たに出されました視点でございます。 

  以上でございます。 

（近藤委員長）ありがとうございました。 

  それでは、ご参集の皆様からお一人５分程度でこの人材の育成・確保に関してご意見を頂

きたいと思います。岡田先生からよろしくお願いします。 

（岡田准教授）東京都市大学の岡田です。よろしくお願いいたします。 

  私は最初の論点１のところの新たな知見・観点を原子力分野に導入するための多様な人材

を活用することについて、特に女性の登用について書いております。女性の必要性について、

原子力界でこの議論がなされているかどうかということが、非常に重要ではないかと思いま

す。本当に必要性を感じているかどうかを原子力界の中で問い直すというか、一度考えてみ

たらどうかと思います。 

  持続可能な社会の構築のために何をしなければならないかという課題に対して、本来は地

球の生きとし生けるもののすべての意見を集めて地球の未来を考えていく必要があると思っ

ています。そういう前提の中で、知恵を持つ人間が男女を問わず意見を出し合うのが当然の

姿ではないかと考えております。今まで男性中心で考えてきたことや進めてきたことの限界

が見えているのではないかと私個人は思っております。原子力界で新しい技術や考え方を取

り入れて、新たな価値を見出し、社会的に大きな変化を起こすことを生み出すのであれば、

今まで活用していない部分の登用は、そういうことに対しては非常に効果的ではないかと考
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えています。 

  さらに、持続的な社会という本質の部分で、例えば女性は生命を宿し育てる力のある女性

の潜在的な能力や考え方というのは、今はまだ女性さえも持っているとは考えていないかも

しれないのですが、これは持続可能な社会を考える上で新たな力になると考えております。 

  その下に書いてある部分は私が少し気になっている点なのですが、優秀な人材なら男女を

問わず活用したいということで、いつも優秀な人材と出てきます。さて、それでは女性が優

秀な人材にまで到達しているかということを少し考えていただきたいと私は思っております。 

  まずその点が１つ。 

  次に、今回こういう場に出させていただくことが決まり、実は学生や一般の人たちにもい

ろいろ意見を聞きました。本学の先生方ではなく、別な視点の意見を聞きましたので、次は

学生の意見です。原子力産業界における人材育成・確保について、学生の人材育成への国と

の支援ということに関して、業界ではそれぞれの人材育成を既に行っているのではないかと

学生が言っています。国は原子力業界の魅力を向上させることで、業界全体のバックアップ

をすべきであると言っております。これは学生の意見をそのまま伝えます。例えば海外への

原子力プラントの輸出について、国としての支援する体制をつくる。今は学生の中では国内

企業の競争力が低いという印象を持っているらしいです。一般の学生に与える原子力業界の

魅力を伝える方策が必要ではないかということを学生が言っておりました。これは私の言葉

ではないので、学生の意見としてここにつけ加えさせていただきました。 

  次ですけれども、論点３として、高等教育機関における教育の充実のところで、国が支援

する高等教育の支援対象人材の明確化をしてほしいというのが私の考えです。優れた人材と

は、先ほど言いましたように、優秀なと、くくられているのですけれども、エリート研究者

なのか、優秀な技術者なのか、堅実な技術者なのか、倫理教育がなされた研究者・技術者な

のか、原子力業界を支える技術者なのかというのが私たちには通じてこない。それを扱う人

材育成機関、例えば国公立の大学とか私立、どの機関がどれを目指しているのかというのが

はっきりしない。それに対する支援金もはっきりしていないような気がします。その辺をは

っきりすればそれぞれの大学の役目が明確になり、大学が目指す人材の明確化にもつながる

のではないかと思っています。 

  さらに、大学における基礎教育の充実ということで、教員の教育活動に対しての評価が、

これは先ほどの説明にもありますが、やはり大学の教員は研究重視なのです。私どもの大学

でも研究重視で、研究者が優れた人材というような位置づけにされてしまうので、教員がそ
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ういう考え方だと学生を育てる場合に、技術者を育てる障壁になるということです。 

  現在の国の支援では実際は優れた技術者を目指す大学でありながら、優れた研究を提示し

なければならず、大手を振って技術者養成を掲げられないということです。これは多分に研

究者側の気持ちもあるのですが、既に研究重視が身についていることや、評価が研究重視で

あることが非常に問題なのだろうと思っております。 

  次に、私は非常に次の点を考えているのですが、関東圏での原子力教育の拠点づくりがあ

ってもいいのではないかと思っています。例えば関西の近畿大学とか京大のような形の拠点

がなかなかできていないということ。私はもともと王禅寺の武蔵工業大学の武蔵工大炉で技

術者でした。武蔵工大炉の活用をどうにかしたいと思っています。武蔵工大炉はすでに燃料

棒はありませんが、運転員もまだ残っています。炉も残っています。それで、施設も健全で

すし、関係書類もそのまま活用できる、地の利もいいということで。王禅寺地区全体を原子

力教育のシミュレーションの場として活用できないかと真剣に考えております。 

  建設当時の日立の原子炉のビデオを日立からからいただいたのですが、これを見るとつく

ったころの記録がたくさん残っています。こういうものも教材して、非常にいいのではない

かと思っています。 

  それから、高等教育における教育の充実ということで、社会人ドクターの充実、大学にお

ける一般教養としての原子力導入促進、この辺は皆さんも書いてあったのでちょっと飛ばさ

せていただいて。 

  次の、英語教育についても、最後の紫の四角のところで囲んであります、私立大学などは

やはり少し違うところ、特に東京都市大学は語学力がない学生が多いです。ところが、入っ

てくる学生は皆さん原子力を目指しています。やはり語学力をどうにか高めたいと思うので

すが、なかなか日常語学を使わないのでやはりその辺は早い時期から留学生とともに過ごす

環境づくりが必要かなと思っています。 

  次は、高等教育機関における教育の私が進めてきた事例をちょっとお話ししたいと思いま

す。事例１で、この前原子力の慎重派と学生の対談を行いました。原子力発電の近くに住め

ますかと学生同士で問いかけたところ、原子力を学ぶ学生みんなが手を挙げて、もちろん住

めます、発電所の敷地内にも菜園をつくって暮らせますと答えました。私はそれはおかしい

のではないかと学生に言いました。やはりその辺から、学生の時代からもう原子力の慎重派

とはすでに乖離しまっている。その辺の教育もきちんとなされなければいけなのではないか

という例です。 
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  次ですけれども、事例２で、今年原子力人材育成の研究促進プログラムで大学生のための

霧箱を活用した放射線学習プログラムというタイトルで支援金をいただきました。私はなぜ

こういうことをやりたいと思ったのか、以前原子力には原風景がないと、元資生堂の広報部

長から指摘されたことがありました。私はもともと原子力を学んだ人間ではなかったので、

原風景といわれてもわからなかったのですが、ある退職する先生に、先生にとって原子力の

原風景は何ですかと尋ねたところ、粒子を感じたとき、と言われたのです。私はそのときに、

霧箱はそういう意味で学生にすごく効果があるのではないかと思っていました。私は十何年

間小学生に霧箱を教えていますが、やはり工作というイメージしかなくて、さてどうしよう

かと思っていたとき、戸田先生という立派な先生にお会いしましたので、その例を書いてあ

ります。 

  今度、原子力学会でβ線の偏向などの様子をはっきり観察できる実験プログラムをつくり

ましたので、これを掲げてあります。それについて、資料に補足したのが、戸田先生からの

意見で、これは今回のこの課題とはちょっと違いますが、初等中等教育のことでとても熱意

があり、この霧箱を開発した先生ですので、このような方のような人材を生かすということ

も今後必要なのではないかということで、補足で配布いたしましたので、ぜひ読んでいただ

きたいと思います。 

  次は、私がずっと活動してきたことです。論点３のほうの初等中等教育について、私がバ

イブルとしている本、「科学のためにできること」という本の中に書いていることをちょっ

と抜粋してきましてので、ぜひ。物理教育は初等中等教育からやらなければならないという

ことがこの本に書かれていましたので、ぜひこのところを読んでいただきたいなと思います。 

  以上です。 

（近藤委員長）ありがとうございました。 

  続いて、工藤先生、よろしくお願いします。 

（工藤副会長）工藤でございます。本日は、大学人でありますが、原子力学会の役員をしてお

りますので、その立場、両方からのお話をさせていただきたいと思います。 

  まず、論点１の多様な人材育成のために交流を深めるべきであるということに関して、私

は賛成ではあるのですが、人材を直接動かすということも去ることながら、意見交換をもっ

と進めるという場をつくるということがもう１つ重要じゃないかなというふうにも考えてお

ります。 

  大学の立場で申しますと、原子力の教育に従事している教員というのは、退職に伴って自
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動的に補充されるというような状況ではどこの大学でもありませんので、減少しているとい

うこと。経験者が減っているということ。そして、そういう教員の教育活動への評価が、先

ほどの話にもありましたように、低いというか、なかなかそういう評価システムができてい

ないということもあって、教育に必ずしも非常に熱心に取り組んでいる人ばっかりではない

というような状況で、そういうことに対してやはりいろいろな立場の人により意見交換がで

きるということが重要ではないかなと思いまして。 

  その下に産業界と書いてあるのは原子力界という意味だけではなしに、もっとほかのこと

も含めてですけれども、そういった方たちとの意見交換の人材データベース的なものが何か

つくれないかなと、そういう方たちにいろいろな実務経験、原子力も含め、そのほかの産業

界での実務経験等を紹介していただいたり、あるいは場合によっては学生に対してメンター

として指導していただくとか、あるいは教員の教育活動としてはファカルティ・デベロップ

メントというのがこのごろ次第に重視されております。そういうところにも活用できないか

なと思いますし、場合によっては、インターンシップ、原子力界だけでなく、それ以外のイ

ンターンシップ等への仲立ちも立ち会ってもらえる。やや散漫に書いておりますけれども、

このようなことを意見交換ができる場があればというようなことを論点１で書いております。 

  論点３が私のきょうの主題でございますけれども、高等機関においての充実というのはも

うこちらからぜひお願いしたいところですけれども、いわゆる原子力系の学生にとりまして

工学的な基礎であるとか原子力の直接基礎的な教育を充実するというのは、もうこれまでに

言われていることですので、少し違う観点で、その下に書いておりますけれども、もっと幅

広い立場での認識なり理解を深めさせると。具体的には、エネルギーや環境問題の中で原子

力の位置づけをちゃんと認識させるような教育とか、あるいは先ほどもありました安全・安

心社会とか言われておりますけれども、そういう社会的な安全ということの中で原子力の安

全というのはどのような位置づけにあるのかといったことをきちんと自分で理解し、人にも

説明できるような教育が必要かなと思います。 

  それから、原子力平和利用という、我が国ではもう当然のごとくなっているんですけれど

も、世界ではむしろそうではない状況というのもあるわけで、そういう現実も十分に説明で

きると、こういった原子力をさらに上から俯瞰できるような教育ということを考える、そう

いう人材も必要と思います。 

  次に、具体的なシステムとして、これは幾つかのところで始まっていると思いますけれど

も、地域的な特性を生かすということ、これは例えば東北などではかなり進められ始めてい
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るかなと、また福井でも始まっているかと思いますけれども、日本のいろいろなブロック的

なネットワークがつくられるということを願いたいと思います。 

  国際社会、これは後の論点にも関係するところですけれども、今までのＵＡＥとかベトナ

ムでの受注が不成功であったといったことも含めて、そういう現実も紹介するといった教育

が必要であろうと思います。 

  教育についての成果が必ずしも見られないということについて、やはり我々自身の問題で

もあるのですけれども、いわゆる今までやってきたグッドプラクティスなどの積極的な公表

を進めるといったことを何かの形で奨励する必要があるかと思います。 

  最後は、学生に向けてのことなんですけれども、先ほどもありましたように、英語なども

もちろんですけれども、そもそも原子力といったことを周りの人にきちんと自分の言葉で説

明できるような背景を与えてやる。就職のときに、この頃は少なくなりましたけれども、前

はまずは女親が反対するというようなこともときどき聞いております。きちんと周りの人間

に対して、原子力の位置づけを理解した上で説明できるような、これがひいては社会に出て

からもそういうことができる能力のもとになるのではないかと思います。 

  次でございますけれども、今度は原子力専攻関係以外のところに対しては、今、これの理

解の促進も非常に重要な立場にあると思います。昔はいわゆる工学系とかには原子力概論と

いった共通講義なんかがありましたけれども、そういうようなものはほとんど少なくなって

きているというふうに聞いておりますけれども、もう一度こういったことを再構築する時期

にきているかなと思います。 

  原子力学会では一部の方が取り組んでおられますけれども、学生との対話活動ということ

で、原子力系の学生以外の方、例えば教育学部の学生、先生の卵ということになりますが、

こういう方たちに向けての原子力の理解活動というのは非常に有効であるというようなこと、

それまで聞いたことのない話を聞いて、原子力に対しての認識が変わったというような意見

もよく聞くわけでございます。 

  次に、高専、これは先ほどの岡田先生の技術者育成と密接に関係があるわけですけれども、

高専の原子力教育への関心というのは非常に高まっている。後ほども申しますいわゆる原子

力人材育成プログラムというものの果たした役割というのは非常に大きいと思います。恐ら

く高専の３分の１かそれ以上が関心を持ってプログラムに応募したりされているかと思いま

す。その提案したプログラムのほとんどは本科４、５年、専攻科１、２年生、いわゆる大学

の１、２、３、４年生、この辺の原子力教育に取り組むということが多いんです。これもも
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ちろん結構なんですけれども、今回１年から３年、いわゆる高校生に相当する部分、ここへ

の教育も今後展開してほしいということ。そのためにも原子力人材育成プログラムの強化と

いうのは私のほうからもぜひお願いしたいと思います。 

  それから、これも一部行われておりますけれども、大学と高専間、あるいは高専・高専間

といった、それぞれの地域的なネットワークづくりも少し進んでいるということで、これら

もさらに支援するようなことをぜひこの原子力委員会からもお出しいただきたいと思います。

具体的なことで言えば、高専職員がもっと積極的に研修に加われるようなシステムが欲しい

と思っております。 

  論点３の続きでございますけれども、今申しました原子力人材育成プログラムを私は非常

に高く評価しているわけであります。平成１９年から２１年まで行われて、２２年度からは

さらに少し内容を変えて継続ということでありますけれども、ぜひお願いしたいと思います。 

  その中で、これは応募する側としてということでありますけれども、今までも幾つもあり

ましたが、ネットワーク化するということでの有効利用、いろいろな人材やリソースを有効

利用するということが重要だと思います。 

  それからもう１つは、やはり短期間のプログラムでありますので、どうしても先へ先へと

進むようなことが多いんですけれども、やはりこれをＰＤＣＡとしてきちんと改善していく

ということ、それからプログラムが終わった後、それで終わりというのではなく、自立する

ということが求められておりますけれども、これが正直言って必ずしもチェックされていな

いという面があるかと思います。これをやはりきちんと継続し、あるいは発展しているかと

いったことをフォローするといったことも非常に重要ではないかなと思います。 

  それから、このプログラムの中に学協会等との連携ということは余り積極的には進められ

てはおりません。もちろん部分的にはやっておりますけれども。もう少し学協会が持ってい

る能力というのも活用できるようなプログラムの中での加わり方があるのではないかなと思

っております。 

  あえて申させていただきますけれども、平成１９年に始まったときにこれを積極的に支援

してくださったある省の課長さんが、砂漠に水をばらまくようなことはしたくないとまでお

っしゃったのが私は一番印象に残っているのですが、これは３年たってみたら砂漠に水どこ

ろか、非常にいろいろなところに緑が芽生えてきている状況じゃないかなという感じがして、

平成２２年度以降は、あえて申せば集中的なプログラムの構成になっているかなと思うんで

すけれども、ある程度集中化して、そこに少し大きい予算をつけるという方向ももちろん結
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構だと思うんですけれども、もう少しやはりせっかく芽生えてきた緑、若葉を育てるという

そういうのにはそれほど予算はかからないかと思っていますが、そういったことについても

留意をいただけたら非常にありがたく思います。 

  最後のところでありますけれども、初等・中等教育、今の岡田先生のお話にもありました

が、大学あるいは高専にいい人材を送り込むということが非常に重要ですけれども、そのた

めには初等・中等教育の教育改善というのが非常に重要で、きょうお配りさせていただいた、

お手元にあります学習指導要領に基づく高等学校教科書のエネルギー関連記述に関する提言、

こういった活動を原子力学会でもここ１５年ほどやってきておりまして、理科や社会の教科

書というのは私どもから見ても相当の改善が見られていると思うのですが、こういったこと

を粘り強く進めるということが重要で、こういったことへのご理解ご支援というのもぜひお

願いしたいと思います。 

  ついでで申せば、理科、社会の教科書もさることながら、このごろは英語とか国語の教材

に原子力とか環境問題とかがよく取り上げられておりますが、その中でいわゆる公平なとい

うか、必ずしも正しい理解を進められるようなものばかりではないと。今度はターゲットと

いうか、そこを注意しなければならないということを意識しております。 

  論点４でございますけれども、研究開発機関における人材育成、これは大学からの要望と

いうことになりますが、そういうところが魅力ある就職先になってほしいということで、学

生たちに就職先としての魅力を示していただきたい。具体的には、例えば原子力産業セミナ

ーが今年東京、大阪で１，１００人もの参加を得たということで、ここに研究開発機関も出

品説明されておりますけれども、こういったことをどうしても研究開発機関は地味なところ

でありますので、学生たちも知らないことも多いわけで、これらを積極的に進めて、かつそ

ういう直接のリクルート活動に加えて日常の研究活動等の紹介、いわゆる就職時期だけのリ

クルート活動ではないような活動もやっていただきたいと思いますし、そういう研究開発機

関に入ったときのキャリアパスもいろいろなコースを示していただくといったことが重要か

と思います。 

  あと、岡田先生もおっしゃったこともありますので、この論点４はこのぐらいにさせてい

ただきます。 

  論点５の専門能力を備えた人材の育成について、これは私も大賛成でございますけれども、

後の国際交流とも多少関係することですけれども、国際公務員等への優秀な人材の派遣とい

うのは非常に重要だと思います。文部科学省で最近聞いたことで、ＩＡＥＡインターンシッ
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プ協議会が発足するというようなことを漏れ聞いておりますけれども、こういったことを積

極的に原子力委員会としてもサポートしていただきたいと思います。そのために、尾本委員

もいらっしゃいますけれども、国際的なキャリアパスといったことをわかるように示すとい

うことがその世界に飛び込むものにとって非常に指針になるかと思いますし、国外で国際公

務員になるということが、日本においては必ずしもキャリアアップにそのままつながってい

ないような面もときに聞くことがございますけれども、そういう処遇について考える必要が

あるだろうなと思います。 

  原子力学会が深く関係していることとして、技術士（原子力・放射線部門）というのがあ

ります。平成１６年にできたものでございますけれども、おかげさまでこれで５年目になり

ますけれども、３４３名の技術士としての合格者を出しておりますけれども、これは技術士

登録者総数６万人に比べればまだまだ少ない状況ですし、この技術士（原子力・放射線部

門）というのはＡＰＥＣエンジニアとか、それからプロフェッショナルエンジニアとの相互

承認ということの活動を進めております。これが進むようになりますと、我が国の将来とい

うかこれからもうすぐですが、原子力産業の国際的な商談等にも技術的な能力を証明すると

いうことの１つの活用ができるのではないかなと思っておりまして、これは原子力産業界の

どこにでも通用というか利用できる仕掛けでございますので、もっと活用ということをぜひ

考えていただいて、それに対する処遇等を考えるような施策をお願いしたいと思います。 

  以上です。 

（近藤委員長）どうもありがとうございました。 

  それでは、辻倉さん、よろしくお願いします。 

（辻倉主査）前回もお話しいたしましたし、なおかつ今のお二人の方がお話しされましたこと

とかなり重複しておりますので、ポイントだけ簡単にご紹介させていただきたいと思います。

お手元の資料３ページをご覧いただければと思います。 

  これは、原子力人材育成関係者協議会の中で種々議論してまいりましたが、要約をいたし

ますとこのようにまとめられるということで１つの集約した図でございます。一人の人が原

子力エンジニアとして育ち、活躍していただくというプロセスを考えますと、図に示してご

ざいますように、社会的基盤の段階、それから初等中等教育段階、高等教育段階、実務段階

と幾つかの段階に分けて、それぞれの段階でどのように育っていくのか、また育っていくプ

ロセスでどのような資質、能力を付与していくことが必要なのかということを整理した図で

ございます。 
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  一番下にございますように、まず底辺といいますか基盤として原子力の必要性、将来性、

またさらに非常に意味がある分野であるといったようなことについての理解のために、きち

っと正確な情報を伝えていくことが必要ということでございます。 

  初等中等教育段階では、工学、エネルギー、原子力等への志向を育成いたしますとともに、

この段階では工学ですとかエネルギー、原子力等に対する正確な知識をきちんと伝えていく。

これは先ほどもございましたように、原子力の場合、平和利用の面もございますし、また軍

事利用といった面もあるわけで、そういう事実関係をきちっと伝えていくことが大事である

ということでございます。 

  高等教育段階になりますと、職業選択を考え、原子力分野で働いていくことを志向してい

ただくといったことに対する手立てと、そういう分野で働いていただくための専門的知識を

付与することが大事であるということでございます。 

  実務段階に入りますと、種々の研究・実務の分野で活躍いただけることと、それに対する

研鑽を続けていただくことが大事であるということでございます。 

  右に書いてございます縦の輪は、このような活動がばらばらで行われるのではなくて、１

つのシステムとしてきちっと整理していくことが大事ということで、一番大きな輪は、人材

育成の体系全体を統括するようなネットワークの機能を１つ持っておくことが必要というこ

とでございます。あわせて、そのようなシステムを構築してまいりますと、日本の人材育成

としてどのような体系で教育しているのかということの可視化もできるだろうということで

ございます。 

  国際人材育成のネットワークについては、先ほどの段階では区切れないものですので、縦

にネットワークとしてくくってお示ししたということでございます。 

  次のページでございますが、日本では各段階の教育は、端的に申しまして、それぞれの分

野でそれぞれが行っているわけでございます。日本の教育体系は中央集権的ではなくて、そ

れぞれが切磋琢磨し、しのぎを削り成果を出すという構図になっています。結果として横の

連携が極めて悪いということが見えてまいります。そこを改善していこうといたしますと、

それぞれの活動分野におけるネットワーク化、またそれを中心軸としてうまくコーディネー

トしていくようなハブ、こういったようなものを形づくっていくことが大事だろうというこ

とで、この図を書かせていただきました。 

  最後のページですけれども、以上のような観点から、人材育成関係者協議会は提言を出し

たいと思っております、ここにお示しいたしました１から１０の視点での取組が重要である
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ということでございます。個々の活動はもちろんそれぞれきちっとやっていただくわけです

けれども、最終的には８、９、１０といったようなところに書いてございますように、日本

の教育の体系化、可視化といったようなことを出口として成果につなげていきたいと考えて

おります。 

  簡単ではありますが、ご説明は以上でございます。 

（近藤委員長）どうもありがとうございました。 

  それでは、班目先生、お願いします。 

（班目教授）東京大学では専門職大学院を開設したり、あるいは今グローバルＣＯＥプログラ

ムでお金をいただいていろいろしてまして、その経験などから若干のコメントさせていただ

きます。 

  その前にお断りですが、まとめていただいた論点ポイントというのは基本的には非常によ

くまとまっていて、あえてつけ加えることは余りはないと思いながらも、少し気になったこ

とだけ述べさせていただきます。 

  まず、論点１の多様な人材の活用ですが、多様な人材の活用というのは本来手段であって、

目的ではありません。何の目的のために多様な人材を活用するかということの共通理解が、

やはりできてないような気がします。実はグローバルＣＯＥなどで、もっと社会の理解を得

るために社会学の先生とか社会心理学の先生と連携しなさい、そういう人をどんどん雇って

何かやってごらんなさいといわれたのですが、原子力村の方たちというのは、はい、あなた

を雇ったから社会に対してどうぞ説明する方法を教えてくださいとか、全くわかってないこ

とをおっしゃって、そこに軋轢が生じます。ということは、やはりちょっと問題なのは、な

ぜ原子力界内でもっと多様な人材を登用して原子力界自体が変わっていかなければいけない

かという共通理解がないことです。例えば、原子力には核不拡散の問題があるわけで、これ

についても我が国が原子力をやっていくということについて国際理解を得られるかどうかと

いうような問題がある。こういうようなことについて、原子力界の人がどれだけ共通認識を

持っているか。そのための人材というのは必要。だからやはり国際政治学の先生なんかとも

連携しなくてはいけない。女性などももちろんそうですし、ありとあらゆる分野でそうなっ

ているのにもかかわらず、原子力の中心をやっている人は、原子力発電所の設計ができれば

いいと思い込んでいて、他分野との連携の必要性の共通認識がない。人文社会分野は特にそ

うで、技術分野でも、例えばガラス固化体の問題に関して、これは又聞きですけれども、何

で金だとかそういうものが鉱床として析出するかの逆問題に過ぎないわけで、地球物理学の
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先生をもっと入れるべき。何かやはりその辺のマップづくりがまだ不十分な上に、原子力の

中心は俺たちだ、あなたたちは少し周りで手伝ってくださいという意識を改革しない限りは、

この多様な人材というのは恐らく失敗に終わるのではないかというふうに懸念しております。 

  それから、産業界の人材なのですけれども、書かれていることは本当にもっともだと思い

ます。ただ、形式知化がかなり進んでいるというようなご意見あったんですけれども、まだ

不十分なような気がしております。できたら、原子力産業で働く人間への力量の要求という

のをもっと暗黙知から形式知に変換して、会社の中で登用するときの資格にも使える形で整

理していただきたい。原子力界というのは、かなり多重下請け構造にもなっていて、それが

いろいろな問題を起こしている可能性がありますが、こういう資格あるいはこういう能力を

持っていればお宅に頼めるという、そんなところまで暗黙知を形式知化することによって、

原子力が地場産業にまで育っていく可能性があると思うので、このあたりはまだ少し努力が

必要という感じがします。 

  それから、論点３の高等教育機関教育充実は、書かれていることはすべて大賛成です。あ

えてつけ加えさせていただくとすれば、ホットラボ等と書いてありますけれども、これは研

究炉も入ると思いますが、ご存じのとおり、東京大学も弥生炉をとめることを決めました。

それとは直接関係ないのですが、教育専門のそういう大型設備というのを用意しろというの

は、これはあり得ないと私は思っています。そういう大型設備というのは維持管理に非常に

お金がかかるものです。今までどうしてうまくいっていたかというと、研究に使うものを教

育にも使えてたからだと思います。ということは、やはり我が国でこういう研究炉あるいは

ホットラボを使った研究というのが盛んになるということが必要だと思います。これもあく

までもほかの方の意見をそのまま鵜呑みにしているところもありますが。我が国で今研究炉

をつくりなさいといったらとんでもないという反応があります。産業界は外国の炉のほうが

よほど使いやすいとおっしゃっていると聞くのですが、それを突き詰めていくと、使い勝手

が非常に悪い。私は安全規制をもっと緩和しろとは口が裂けても言う気はありません。安全

は絶対担保しなくてはいけないのですけれども、使いにくさを生じている原因というのは、

例えば研究炉を使うのであればその使い方についてはがっちり１年前に決められて、それ以

外の使い方は許されないとかいうところにあります。そうすると、産業界が少し使おうと思

っても、それはもう決まっていることですからできないとか、何か少し制度的な問題点があ

るのではないかという気がしています。これは実は私自身しっかりと勉強したわけではない

のですが、このあたりもご検討いただけたらありがたいと思っております。  
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  それから、高等教育機関ではできれば博士まで育てたいのですけれども、大学で育てた博

士と産業界が要求する人材との間に何となくミスマッチがあるような感じもしています。こ

のあたりは、実は人材育成の協議会のほうでも申し上げたことですけれども、もっと産業界

のほうが大学に口を出していただきたい。こういう人材を大学が育ててもらったら産業界は

本当に受け取りたいんだということです。どうも今のところ産業界は大学に対しては非常に

遠慮されているというか、大学のことに口を出すのは、少しおかしいのではないかという態

度をとってらっしゃるような気がします。ぜひ、産業界こそが博士課程教育に、もちろん学

部教育や修士教育にもコミットしていただけたらと思っております。 

  それから、もう１つ、実は人材育成プログラムがいろいろ走ってございますけれども、基

盤技術分野の強化プログラムというのがかつてあったのですが、これはたしか２年か３年で

募集停止をしています。理由は何か。これはＰＤＣＡを回したと思うのですけれども、どう

いう人が応募したかというと、ほとんど原子力専攻があるような大学の先生方ばっかりで、

これは何でというので多分中止になったのだと。これは本当のところを私は知らないので推

測で申し上げていますけれども、こういうプログラムというのは最初始めたときにそれに飛

びつくのは原子力分野の動きをよく知っている人であるのは仕方がないので、もう数年続け

ていただいたら必ずしも原子力専攻がないような、地方のいろいろな大学の方が手を挙げて

くださったのではないかという気がしています。こういうのも使って大学全体、高専ももち

ろんなのですが、そういうところも含めての教育の充実を図っていただければと思っており

ます。 

  次、論点４にいきますけれども、研究開発分野についてもまさに同じことを書いてござい

ますが、基礎・基盤分野とは何かということについてももっと明確化が必要と思っておりま

す。一応人材育成協議会のほうでは、例えば材料ですとか、その中でも特に腐食だとか、構

造、溶接、振動等々を列記しているのですけれども、こういうことについてもぜひ原子力委

員会のほうで、これからの原子力を支える技術はこんなもんだという俯瞰マップをつくって

いただきたい。場合によっては人文社会科学的なことも含めて、それで共通認識を図った上

での人材育成を考えていただけるとよろしいのではないかというふうに思っております。 

  原子力専攻のようなところですべての人材育成を抱え込むことは、これはお金の面でも絶

対不可能です。ですからやはり機械工学科、電気工学科、物理工学科等々、ありとあらゆる

ところとの連携が必要なだけに、それをするために俯瞰マップみたいなものがいるのではな

いかというふうに思っている次第です。 
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  それから、専門能力を備えた人材、専門能力を育てた人材を育てるのはいいのですけれど

も、それを使う体制はできていますかということについても少し気になっています。 

  現在原子力の規制というのはすべて行政サービスとして行われています。アメリカのＮＲ

Ｃなんていうのは膨大な審査をした場合には当然審査の対価をとっているわけです。今度核

燃料に関するトピカルレポートが間もなくパブリックコメントにかかると思うのですけれど

も、それを見ていただくといかに大変な審査をしているというのがわかると思います。これ

が無料なんです。制度的に税金でまかなうしかないのですね。だけれども、受益者は核燃料

のメーカーだけなんです。 

  そういう意味では、制度がしっかりしてなくて、全部税金でまかなわなきゃいけない、し

たがって、例えばＪＮＥＳの人件費はもっと抑制すべきで、毎年何％ずつカットしなさい。

何か制度がおかしいのではないでしょうかと感じるところも随分あります。 

  それから、規制人材の育成というのは、これはもうオン・ザ・ジョブ・トレーニングが基

本になります。現場を知らない人間が空理空論をかざして規制に当たったら現場は混乱する

だけです。そういう意味では現場を知らなくてはいけない。今までの規制人材というのは、

例えば原子力研究所で原子炉の管理をしていたような方が原子力安全委員長になるとか、そ

ういう形で育ってきています。ところが、原子力機構はもんじゅの事業者だというので事業

者側だという扱いもされています。でも、そういうふうに単純に割り切っていいのでしょう

か。むしろ癒着防止には最大の配慮はすべきですが、例えば規制側の人間を電力会社に派遣

して育てる。例えば東京電力に派遣された人間がその後東京電力の規制をやるといったら、

これは国民が納得しませんけれども、関西電力の規制をするというのであればいいはずだと

思いますし、アメリカの場合には、電力会社の人がいつの間にかＮＲＣにいるというのは当

たり前の話です。少しこういうあたりについて何か考えていただきたいと思います。 

  それから、国際人材や国際協力も、人材育成の話になると、これは制度が必要か、という

気がしています。実は東京大学の場合には原子力機構と協力して、あちらから客員教授に来

ていただいて、客員講座を設けて人を育てていますが、例えばＩＡＥＡで働くような方とい

うのは年間何人必要ですかといったら、せいぜい一人とか二人、あるいは二、三人です。そ

のための制度といったら少し大げさなので、むしろいろいろな機関が連携しあってポストを

少しずつ融通しあうことでうまくキャリアパス採用すればこの問題は解決するのではないか

と思っています。そういう意味ではそういうネットワークをうまく使うということがむしろ

解決の方法で、大上段に構えてそのための制度をつくりましょうというのはどうかという感
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じが私の経験からしております。 

  それから、特に国際的に通用する人材というのが必要なのはたしかです。現在日本のメー

カーはどんどん海外に進出してプラントをつくっています。どういう人が必要かですが、例

えば労務管理なんかも日本の場合とアメリカの場合とは全然違うわけですね。向こうはもう

何だかんだといって訴えてきます。それに対処する人の育成まで本当に原子力界で抱え込む

のでしょうかというのも気になっています。 

  逆に、むしろそういうことがやれるような能力のある人に対して、原子力のほうからは最

低限こういう知識だけは持っておいてくださいというような知識情報みたいなものを整理す

るほうがまず先という感じもしております。 

  以上は私のつたない経験からのコメントです。非常に全体としてよくできている論点整理

だとは思いますけれども、気がついた点だけコメントさせていただきました。 

  以上でございます。 

（近藤委員長）どうもありがとうございました。 

  それでは、これからは、幾つかある論点のうち、１つは論点３の高等教育機関の教育の充

実というところについてと、それからもう１つ、研究開発機関の人材育成について少しずつ

議論していきたいと思います。 

  最初の高等教育機関の教育の充実ということについては、すでに皆様からいくつか重要な

ご指摘をいただいたと思っておりますが、いいたりないという方がおられればご発言いただ

きますが、なければ、原子力委員の方からご発言をいただくのがよいかと存じます。いかが

でしょうか。よろしゅうございますか。 

 それでは、はい、尾本委員、どうぞ。 

（尾本委員）高等教育機関における教育の充実の中で共通して言われていることは、原子力工

学科以外のところでいかに原子力教育を、例えば一般教養科目というような格好でやるかと

いう話だと思うのですが、こういうことを進めるに当たっては、一体何が障害でどこをどう

変えればいいとお考えでしょうか。 

（班目教授）かつて原子力が花形だったころには、どこの大学にもある程度原子力をご存じの

先生がいらっしゃいました。原子力といっても中性子が飛び交う世界をやっているわけじゃ

ない。例えば材料とか、構造とか、熱流動とかが専門で、ある程度原子力の知識をお持ちの

方がいらっしゃったので、そういう方が原子力概論的な講義もしてくださっていたというの

が実情です。 
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  ところがいまやもうそういう先生方がほとんどご卒業されていて、どの大学に行っても原

子力というのは自分たちのやっていることとは関係ないことだと思われている。例えば振動

の問題も今は原子力ではいろいろ大問題になっていますし、材料、溶接は全部原子力の問題

なので、そういう方たちがもし自分たちの研究というのが実は原子力にも役立っているとい

うことを認識していただければ、原子力の初歩的なところは、多分ご自分で勉強していただ

いて、その上でこれが大切だと思っていただければ原子力概論的な講義も持っていただける

と、こういう手順になると思います。 

  まずはそういう各大学で基盤技術を研究してらっしゃる方に、それは原子力にも役立つと

いうことを理解いただくことぐらいから始めないと難しいのではないかというのが私の意見

です。 

（近藤委員長）尾本委員の質問は一般教育科目において原子力工学通論のようなものを開講す

ることの障害はということですが、私の記憶では原子力工学教官団にやる気があればできる

ので、障害はないというのが答えでしょうね。それから、斑目先生の問題提起は、工学の

様々な分野が原子力施設の建設・運転のために必要な科学・技術を構成しているのだから、

工学部で、あるいは関連学科群で原子力工学概論の講義をカリキュラムに取り入れてもいい

はずのところ、これらの分野を専門とする教官がそのような認識をもっていないが故にそう

いうことにはなっていないとおっしゃったのですが、その点については、私は、役立つと理

解していただくためには、その先生に原子力界がテーマ付きで研究費を出すことが大切と思

います。大学の先生は研究費があるところで研究する。その大学の先生がそれで素晴らしい

研究をしていれば、それをすばらしいと思う学生がそこに集まり、その学生もまた自動的に

原子力に関する研究をする。お金がすべてというわけではないですが、研究費を出さないで

こっち向けと言っても無理なんです。 

（班目教授）おっしゃるとおりで、ですから、私の論点３の一番最後に書いてある経済産業省

の基盤技術分野強化プログラム、これは多分今募集してないのではないかと。ですが、例え

ばこれも東京大学なんて原子力系の専攻があるじゃないですかと、そんな大学には出さない。

そうでなくて、原子力がないところの先生で、例えば材料かなんかの研究をやっていたら原

子力の分野を下支えしてくださるわけです。まさにそういうところにお金を出すとか、本当

はそういうことすらあってもいいというふうに思います。 

（近藤委員長）プログラミングに問題があったのかもしれませんね。重要と思う分野を特定し

てそういう分野ごとにこういうことについて研究してほしいがという提案募集ＲＦＰを用意
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して、提案を求め、その選択組織をつくって資金提供先を選ぶのが国際社会では普通のやり

方ですが、先生のご提案は、そこに普及を狙って地域性を加味するなどの工夫をすることが

あってもいいということですね。 

  これは、いろいろな機会に申し上げてきているので、ご存じの方も多いと思うのですが、

 関西電力が美浜事故の後、原子力安全システム研究所をつくってヒューマンファクタ

ーの研究を始めたのですが、その際に、産業心理学の専門家に研究の推進をお任せし、この

専門家はこの問題を構造化して多数の心理学者に研究を発注したのです。その結果、成果と

して公刊された研究報告は謝辞に関西電力原子力安全システム研究所の支援によったと書い

てあるだけですから、どう見ても、当該研究者はご自分の研究が原子力安全にかかわる研究

であることを意識することなく研究を進めたと思われるのです。しかし、その成果は、学問

の成果として重要な成果であり、社会にとって有用であり、しかも、原子力界にとっても物

事を深く考える際に有用であった。また、関西電力という企業のイメージの回復にも有効で

あったのです。私は、それを知って以来、お金を出すこと、そしてそれをそういう専門家の

意見を尊重した戦略的プログラミングのもとで使うことが重要ですと言い続けています。 

  おしゃべりが過ぎましたね。はい、辻倉さん。 

（辻倉主査）お金を出さない方法も考えないといけないなということで、原子力工学専攻で原

子力の専門家を育成する、まさにそのものの基盤が弱くなっており、また、そこにいらっし

ゃる先生方、学生さんに対するインフラもしっかりしていかないといけないということです

ね。 

 原子力工学以外のいわゆる一般の、先ほど先生方のご説明にもありましたが、昔の教養学部

とか一般常識を付与していくような領域というのは非常に広いので、そういう領域全部に原

子力の先生を抱えて、一般の学生に原子力の概論を講義するというのは大変だという議論が

ございました。したがって、どこかにそういうことのできるような先生方がおられて、そこ

と連携していただいて、必要な先生を派遣して講義をいただく。その講義をいただく先生方

の派遣先での資格的なことや学生さんの単位取得など、このあたりもきちっとしていかない

といけないのですが、先生を共有していただくシステムを有効に働かせる必要があります。

一部では連携大学のようなものも設置されているわけですが、それをもう少し大きく敷衍し

て、一般教育の中で原子力概論を教育していただけるような下支えの仕組みも必要かと、そ

のような議論もしております。 

（近藤委員長）一般教養の教育現場というのは進学生獲得競争の第一線なわけです。ですから、
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自分の分野の人材をとることを犠牲にしてまで原子力分野のために講義をしようなんていう

人を当てにしてはいけないのではないですか。そういうことは原子力工学関係者が額に汗し

てやるしかないと思いますよ。勿論数人のいろいろな分野の先生方と共同してオムニバスで

開講するのが、枠をとるためにも必要なことですから、1人で全部というのは現実的ではな

いのですが、それでも原子力工学の専門家がコミットしないことには成立しないでしょう。

まして、他大学の先生方にお願いするのはね、専門分野ならいいでしょうが。一般教育をお

願いするのは無茶では。 

（班目教授）ですが、辻倉さんがおっしゃったような手もあるかもしれないのですけれども、

やはりその大学の先生がみずから原子力概論的な講義をしていただくのがやはり絶対ベスト

です。各大学に工学部があれば機械工学科とか電気工学科は必ずあります。そこの先生がや

っていることが、原子力に役立たないはずは絶対ないと思います。ですから、いかにそうい

う方にあなたのしていることは原子力に非常に役立つということをきちんと理解していただ

くかです。そうすると、本当に原子力に役立たせるようにするためには原子炉などの知識も

必要ですから、必然的に勉強して、教養課程で講義をすれば自分のところにも学生が来る、

これが一番みんなにとって幸せな道なのではないかというふうに思っています。 

（近藤委員長）どこの大学とは申しませんが、機械工学科の学科案内をみていたら、学生の就

職先というところに企業の代表的製品や工場を入れた写真が入っていましたが、その多くが

原子力製品であったり原子力の現場だったりということがありました。それを見て一種のア

イデンティティの危機を感じたことを記憶しています。つまり、学生の生活空間では、原子

力産業で働くためには原子力工学科を卒業しなくてはという前提が成立していないのではと。

他方、原子力工学教育においても放射線工学、原子炉理論、プラズマ工学のみならず機械、

電気、材料、化学といった学問の教育なくしては体系的教育を行ったことにならない。ここ

は入れ子になっているのですね。 

  だから、原子力産業の将来のために人材育成の取組を強化したいという時には、こういう

構造と人材市場における需要の内容を踏まえて大学が果たすべき育成機能はいかにあるべき

かが議論され、大学なり学部なり研究科、専攻、さらには教授が人材育成という社会的責任

を果たすためのシステムを設計し、推進していくことが大切なんで、それを社会的ニーズに

応じて国が応援していくことあるべしということではないでしょうか。 

  班目先生が先ほどおっしゃったこと、ある知識マップがあって、あなたのところのここも

あそこも原子力と関係していますと言うといいとしても、それを国がやれと言われるのか、
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それは大学がすることではないかと私は思うのですが。それに関して国が何をすべきかとい

うところに絞ってお話しいただけたらと思うのですが。 

（班目教授）という意味では、工藤先生がおっしゃったように、現在人材育成プログラムとい

うのは非常に機能していると思っています。ですから、人材育成プログラムはもっとＰＤＣ

Ａを回しながら、この問題を解決するよりよい方向にもっとしていけばいいということで、

ぜひ人材育成プログラムの火だけは消していただきたくないというのが強い要望です。 

（近藤委員長）これについて岡田先生の資料には非常に重要なことが書いてあると思いました。

たしか、国が支援する対象の明確化と書いてありましたね。それから大学における基礎教育

の充実。これも同じことになるのではないか。これは大学として覚悟を持って取り組むこと

が必要で、それを行った上での困難のうち自助努力では克服できないものがあれば、それを

明らかにして国は支援の在り方を考えるべしということになるのではと私は思います。この

人材育成の対象の明確化というのは多分班目先生のマップにも関係すると思います。 

（岡田准教授）私が先ほど説明しなかった１つで、事例３のほうに書いたのですが、８ページ

の原子力オープンスクールというのを十何年間おこなっていますが、それは電事連の支援で

やっているのですが。それを学生の人材育成として活用しているのですが、学生が中心にな

って全部企画します。それに対して今は学会を通して電事連からお金をいただいているので

すが、こういう活動をすることによって、学内の学生たちに原子力を知ってもらうことにつ

ながります。こういうことに支援というのが余りないと思っています。学生と一緒に小学生

への原子力教育にもいっています。大学の教育の場では、土木系の人たちも、それから電気

系の人たちも、原子力が華やかなころは授業がありましたが、もう全部削られています。今

の学生は全く原子力に触れない。ところが、こういうオープンスクールの期間があると、学

生が学生同士で引き込むんです。こういう活動に支援をしていただけると私はありがたいと

思います。ただ、これは完全に職員のボランティアですから、学生を一所懸命喚起させるの

も職員のボランティアですけれども、これは以外に効果的だと私は思っております。 

  それと先ほど言いましたが、人を循環させるということを何か考えていただきたいと思い

ます。原子力の先生たちがどこかに行く、そういうことの循環でありますとか、企業の人た

ちが大学に来るという循環。それから、大学生が初等教育・中等教育に入っていくという循

環をすることによって非常にいい効果があらわれるのではないかなと私は思いますので、そ

のあたりの支援をしていただけるとありがたいと思っております。 

（近藤委員長）はい、工藤先生、どうぞ。 
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（工藤副会長）２点ありまして、１つは、一般的な大学生全体の原子力的なリテラシーみたい

なものを身につけていただくということが、私は尾本委員もおっしゃったように非常に重要

と思っています。そのために、例えば、まだほとんど展開されていないですけれども、原子

力工学概論といったテーマではなくて、やはり私が申しましたような地球環境とかエネルギ

ー問題とかそういったものの中で、我々はどう選択すべきかといったようなものの中に原子

力を位置づけるというような方向で、文系、理系を問わずに共通した話ができると思います。

それができるのが１、２年生の間だろうと思いますし、その中にまだ原子力にコース分けさ

れていない学生もいるわけですから、そういったことを聞くことで認識が深まります。そう

いうことができるような、例えば原子力人材育成プログラムの中で採択されるような方向性

を何か示していただければというのが１つです。 

  それから、私は学会の活用を提案しておりますけれども、今の人材育成プログラムは大学

や高専が申請するということになっておりますけれども、これはやはり学会ですと、日本で

いえば全体を見ることができますし、大学とはまた違った立場での活動ができます。具体的

にいえば、ある一定のメニューをいろいろな大学に向けて発信していくといったことも効率

的にできるわけですけれども、そういったこともできるような措置をお願いできないかと思

います。 

（近藤委員長）大学の教授会に対して、こういうお金が来たから講義を新設しますと、新設す

れば提案が通るという仕掛けが大学の中にあるわけですか。 

（工藤副会長）例えば、大きく言えば客員講座みたいなのがありますし、一定期間であれば客

員講座とか、あるいは特定の人を特任で派遣するといったことを外からでも提案すれば、今

は手続を踏めば可能な形ですから、そういったことをどこか外から提案するということは、

今は大学の中では人的なあるいは財政的な手当というのがしにくい状況ですから、それを外

から注入できるとなれば受け取られ方は大分違うのではないかと思います。 

（近藤委員長）なるほど、お金として、そういう規模のお金のことを念頭に置かれているので

すね。はい、辻倉さん。 

（辻倉主査）少し違う観点ですけれども、今の外からについて、私どもとしては大学教育の、

特に専門教育以外の分野の議論ですので、そういう部分に対する支援について何ができるの

かということについては、可能なことをしていきたいと思うわけです。例えば学会の活動は

そういう意味ではボランティアベースでしょうけれども、学生さんにはかなりのことについ

てインパクトを与えているとは思っています。 
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  前回、高専について、協議会の中で議論させていただいたときにわかったことは、かなり

の時間を割いて実験をしていただいて、活動として１つの単位として認めてもいいぐらいの

教育をしているものはすべて課外活動で、教育のカリキュラムの中では単位として認められ

ていないというような制度の中でも学生さんは時間を割いて、それからボランティアも来て

時間を過ごして勉強していただいている。先ほどの原子力以外のところに対してそういうこ

とを敷衍していこうとすると、成果があり、内容があるものであるのなら、学業の単位とし

て認めていくような仕組みも国のほうにお考えいただいて、そういうものが制度化されると

自動的にそこにリソースが出てきますので、そういうような点は１つ考慮いただくポイント

があるのではないかと思います。 

（近藤委員長）高専において課外活動が点数にならないというのは、大学の中でも必須科目と

選択科目と自由科目などがあり、そのカテゴライゼーションにより学生の選択の意思が変わ

ってしまうということがあって苦労するわけです。だから、そういう教育現場のルールとダ

イナミズムを踏まえたご提案でないと多分機能しないと思うのですが。 

  一方、そのあたりのミクロなところまで分け入って国に制度設計を求めて予算措置をとい

ってもそれは不可能だと思います。だから、それはそういうことについて志ある方がいいシ

ステムを提案することでしょうね。教科書ひとつとっても、教官団はすばらしい教科書をつ

くるはずの存在ですからね。国がそれを応援するべきなのか。科研費に出版助成があります

から、助成してはいけないとはいわないけれども、まずは、関係者がそういうことに挑戦す

るのが大事ではないでしょうかね。それに何かのインセンティブを与えることが公益達成の

観点から効果的、効率的と説明が可能であれば国も支援すると、そういうことではないかと

思います。 

  どうぞ。 

（鈴木委員長代理）１つは、社会全体として科学技術全体のリテラシーを上げる話とか、エネ

ルギー・環境問題の理解を高めるという話と、原子力の固有の問題とが議論の中で混同して

いるところがあると思います。例えば先ほどの原子力オープンスクールなどはすばらしいと

思うのですけれども、いわゆるサイエンスコミュニケーションやサイエンスカフェというの

は一般的に科学技術全般として重要な話だと思います。だから、そういう科学技術全体の中

で放射線の話を扱っていただくほうが適切で、原子力だけを特別に扱って進めるのはなかな

か難しいのではないかと私は思います。 

  また、高等教育機関の充実の中で国が何をすべきかという話では、私は何人かの方がおっ
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しゃっていただいている研究炉とホットラボのインフラ整備の充実、これがやはり今一番急

務の課題ではないかと思います。これについて具体的にご提案されているものが幾つかあり

ますが、岡田先生の川崎の話、これは非常に重要な提案だと思われます。それから、班目先

生からの具体的な規制制度の適正化の話も非常に重要であり、現場のノウハウとしてご提案

いただいているということなので、我々としてはそれを何とか、政策の中でどう考えていく

か、原子力委員会としてはそれをしなくてはいけないのではないかと思います。 

  教科書の話も非常に重要だと思いますが、これは国がするというのはなかなか難しいです。

しかし、原子力工学の新しい教科書というのは確かにあまりないのですか。 

（班目教授）原子力専攻、専門職大学院の仕事として、既に６冊はもうオーム社から出版にな

っています。これが３０年ぶりの教科書出版になると思うのですけれども、あと２年以内に

全１５冊のシリーズが出揃いますので、よろしくお願いいたします。 

（鈴木委員長代理）そういうものを使っていただいて、いろいろなところで教育をしていただ

くのがいいのではないでしょうか。私も見たことがありますが、非常にいい教科書なので。

あまり知られていないのは残念。だから、一般大学教養で原子力をどうして教えたらいいか

について、なかなか教える先生がいないとときは、一番いいのがいい教科書だと思いますの

で、それをどんどん使っていただくのがいいのではないでしょうか。 

  この研究炉とホットラボの選択と集中というのは、政策として具体的にはどういうことを

すればいいんでしょうか。 

（近藤委員長）これは、１つは文部科学省のプログラムを活用していただいているので、国と

してはそういうある種拠点化、選択と集中の方向性をメッセージとして送るような取組もし

ているということだと思うのですが、最後は使う側の問題だと思います。だから、そういう

ものを使う、しかしやはり足元手元にないと駄目という議論の中でそこをどう整理すべきか。

これもやはり関係者がオプティマイゼーションしてもらうしかないのではないかと思うので

すが。 

（班目教授）我が国の場合、研究炉はＪＲＲ－３や４、あるいは改修中のＪＭＴＲ、それから

大学では京大炉と近大炉だけになりつつありますけれども、本来ですとこれからの研究炉を

どうしていくかという議論をするべきだと思います。ＪＭＴＲがあと１年たたないと改修が

終わらないという段階での議論は早すぎるのかもしれませんけれども、研究炉を運営管理し

ている人間としては今何か言ってもと、皆さん本当に消極的になっています。 

  その理由が、産業界が使ってくれないのではないかとか、ＪＭＴＲのときですらそういう
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議論があって、これ以上さらに研究炉をつくっても日本ではペイしないのではないかという、

何か自分たちで自分たちの手を縛っているような感じがあります。 

  これは本当かどうか知らないのですが、産業界はハルデンや、あるいはアメリカの炉を随

分盛んに使っています。使っている理由が、私は安いからだと思っていたのですが、そうで

はないというのです。ある程度この範囲内であれば絶対に安全だから、その範囲内であれば

自由に使っていいという仕組みになっているので、すぐこういう実験をしたいといったとき

に受け入れられるのは例えばアメリカの炉になってしまう、ものすごく高くふっかけられる

のですが、それでも仕方ないときはアメリカの炉を使う。日本の場合はそもそもそんなこと

ができない仕組みになっているので、安くても使えないとはっきりおっしゃられている。こ

れは自分で調べたわけではないので伝聞なのですが。 

  そういうことも含めて、産業界は本当に何を考えているのか、ＪＡＥＡは一体本当に何を

考えているのか。あるいはこういう意味からすると全ステークホルダーがこういうことにつ

いてどう考えているのかということをしっかり議論して、その中でこれを位置づけていただ

きたい。まだその研究炉についての全体的な設計図というのは全く用意されていない状態に

あるではないかというふうに私は考えております。 

（近藤委員長）そこは、前回、森山先生から大学側の考え方を学会等で整理しているとお聞き

しましたし、研究炉の問題については、我が国の科学・技術インフラの在り方、原子力イン

フラの在り方いかにあるべきかという問題の一部であるところ、研究開発専門部会において

関係機関においてこの問題について検討するようにとの提言をいただいて、これに対応する

ことを関係各機関に求めたところですから、その応答を得て所要の措置を講じることを求め

ていくべき状況にあります。 

  私から、もうひとつだけコメントさせてください。それは、工藤先生が指摘された問題。

つまり、大学においては学問分野の継続と革新をめぐっては議論が絶えません。勿論、そう

あるべきなのですが、それが先鋭に議論されるのは、教官ポストが停年等で空いたときです。

それをどう使うのが大学にとって一番いいかという議論が始まって、それが原子力関係のポ

ストであれば、やはり引き続き原子力関係の人にお願いするのがいいのではないかという議

論にたどり着くことが少なくありませんが、その場合でも退職された人と同じ分野を選ぶか

となるとそうならないことも多いですね。これは大学のまさに専管事項だから外からどうこ

うできない。文科省に講座新設を申請するときは、これは大事な領域だ。しかもこんな立派

な教授候補がいますからと申請してとってもらったはずなのですが、３０年たてばその説明
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はどこかにいってしまう。いまはどうなっているのかわかりませんが、多分、現在の考え方

は、文科省がそういう大学の講座の名前から人事配置とか募集定員から決めていくというの

はほとんど間違っているということになっているのではと思うのです。私も、やはり情報は

現場にあり、現場が決めるのが最も合理的だと思うわけですが、他方で、それでは行政責任

は数を増やすだけのことか、マクロな再配分はありえないのか、あるいは社会のニーズを踏

まえて研究費と教育支援費を分野ごとに用意して誘導するのかと。そのあたり、大きく言え

ば教育体系のイノベーションはどのように進められ、行政はそれにどう関与することになっ

ているのかということについて共通理解を成立させることも非常に重要な問題としてあるよ

うに思いました。 

（工藤副会長）これは少し愚痴的になりますが、どうも大学の研究とか成果というのが非常に

短期間に求められるようになって、そのときどきにいわゆる打ち上げ花火とまでは言い過ぎ

かもしれませんが、目立つような成果というのが求められて、原子力のようにかなり時間を

かけて人材育成し、研究も飛躍的に新しいテーマが出てくるわけではないという地味な部分

というのが、必ずしも大学の上のほうでは評価されなくなっているのが現状ではないかと思

いまして、やはりそれを粘り強く、例えばいいグッドプラクティスみたいなものを示し続け

るという努力を内部のものとしてするしかないかは、外にお願いするというようなものでは

ないと私は思っておりまして、そこはもう内部の努力だろうと思っております。 

 (近藤委員長) 斑目先生、何かありますか。 

（班目教授）前見たときに書いてあったような気がします。こういう研究開発を行うに当たっ

ては、しかるべき評価がなされるのが当然のことだと思います。ところが、私もいろいろな

評価委員をしていますが、評価委員の質が高いとは必ずしもいえない。しかも、大学の先生

が本当に片手間に、突然電話かかってきて、１週間後に少し来て評価してくれませんかとか

と、そのようなことすらあるのが実情です。 

  それで、我が国の場合は、総合科学技術会議があるのに申しわけないのですが、本当に細

かいところまで我が国の科学技術のあり方ということを総合的に見た上で、いろいろな先生

方がしている研究内容を評価できる専門家がどれだけいますかというと、ほとんどいないの

ではないかという気がします。自分のしていることはものすごくよくわかります。けれども、

人がしてることとなると何となくわからないので、ナノだとか格好いい言葉が並んでいると、

新しいので○をつけてしまうのではないかと。大学の先生が原子力政策大綱をどれだけ読ん

でいるかといえば読んでいないのではないかと思っているぐらいです。やはり原子力政策大
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綱もしっかり頭に入れた上で、しかし個々の研究内容についても精読できるような人材とい

うのを優遇して、むしろある程度の数が専任としてそれに従事してもらうとか、そういうこ

ともあっていいような気がします。 

（近藤委員長）しばしば研究機関における基礎・基盤、これはどなたも定義がわからないとこ

ろだとおっしゃられたけれども、基礎・基盤分野における人材不足と、あるいはアクティビ

ティの低下とかということが問題だというご指摘をいただいているわけですが、これについ

ては何か対策を打つとしたら何すればよいですか。 

（班目教授）大学の人間の本業は研究であって、片手間で教育ということ自体はなかなか変え

にくいのではないかと思っていますが、やはりその意識改革の第一歩として研究と教育を分

けることはできると思います。研究は論文の第一線のことをしなければいけないので、それ

を一所懸命学生が覚えても仕方がないわけですが、基礎・基盤的な技術というのは、そうい

う先生もしっかり教え込んでください。それがむしろ社会に出たら役に立つんですというふ

うな形になるのが理想です。少しそういう意味では私も含めた大学の人間の意識改革がもっ

と必要というふうに思っています。 

（近藤委員長）お伺いしたかったのは、研究開発機関も成果主義というかプロジェクト重視の

傾向があるために、基礎・基盤研究に対する投資がおろそかになっているのではないかとい

う指摘があることについて、何か対策があるかということです。それからもう１つは、特に

アメリカのＤＯＥの政策は、チュー長官の表現を借りれば、トランスフォーメーショナルサ

イエンスに対する投資こそエルギー研究開発政策の最も重要な柱であるということで、基礎

分野の投資に傾斜して、研究開発のポートフォリオを組み変えているわけです。そういう目

から見ると、日本は長期的に大丈夫かという心配があるわけです。それに対してどういうお

考えをお持ちかということです。 

（班目教授）それについては、やはり申しわけないですが、大学の場合は修士の学生を卒業さ

せなくてはいけない、博士の学生を卒業させなくてはいけないということがあって、どうし

ても２年とかそれぐらいの単位で考えざるを得ないところがあります。そういう意味では結

構目先を追わざるを得ないのですが、研究機関、原子力機構とかそういうところこそが５年、

１０年のスパンを抱えていただきたい。そういうことをしっかりしているということ、確か

に１年や２年では成果が出ていないかもしれないけれども、これはやはり絶対大切だという

ことで国がしっかり支援している。そういう全体としての仕分けみたいなものをうまくして

いただけるとありがたいと思います。 



－31－ 

（近藤委員長）大学でも、ボストン大の教授がチャレンジャー事故の真の原因を解明するに１

０年かけ、その間、一回も論文を書かなかったけれどもその著作は大統領調査委員会の結論

は浅薄なものとする衝撃的なものであったという例があります。文学部の今道先生はよく、

３０、４０歳で論文を書けると思うか、とか言っておられました。そういう先生が東大には

かつておられたのですが、今はそういうことを言う先生はあまりいないのでしょうかね。ち

ょっとピントがずれたかもしれませんが、基礎原理にまで立ち返った研究は意外な応用を可

能にする成果を生む。だから、目的志向のスコープの限定された研究活動だけやっていては

長期的に革新的な取組みのできない組織になってしまうという問題意識なのですが。 

  はい、辻倉さん。 

（辻倉主査）私どもにはもう少し危機感がありまして、大学の先生方に、研究の片手間かもし

れないのですが、基礎を教えるという意識を持っていただくことでは多分もう済まない状況

にあるという認識です。というのは、片手間に教えてくださいというよりも、片手間に教え

ることができる知識を持った先生そのものがもう既にいないという認識が多分現状認識とし

ては正しいと思うわけです。 

  したがって、人材育成プログラムでは基礎・基盤の研究者のところへの支援ということで、

先ほどのようなお話だったわけです。これも１つの手立てとは思いますが、やはりもう少し

恒久的、持続的に、基礎・基盤の研究者が評価されて、基盤が継続的に維持できるような仕

組みを考えないと、短期的な基礎・基盤研究の若手へのお金のばらまきだけでは単発的に終

わってしまうという危惧感があります。 

  したがいまして、班目先生がおっしゃいましたことも１つのヒントですけれども、そうい

う基礎・基盤研究が仕事になるような組織がもしあるとすれば、そういうところに先生を維

持していただいて、大学教育にそういう先生方をどう組み込むかは大学側の判断かもしれま

せんが、教授人材の供給をそこからしていただく。やはり大学単独ではなくて、外部機関と

の連携の中で基礎・基盤分野を教育する仕組みを構築していくというのが、これから長い目

で見たときには必要なのではないかと思います。 

（近藤委員長）私は教育ではなく、研究の話をしてしまっていましたね。そう、でも、工学分

野で基礎・基盤の定義ってあるのですか。サイエンスは基礎・基盤そのものですが、工学で

は目的研究という、急いでいえば、素材の組み合わせを工夫して所要の機能を実現する研究

と素材の特性に関する科学、組み合わせのもたらす特性の科学とでもいったらよいのか、そ

ういう目的に関わりなく解明されることに意味がある課題をいうのかと思うのですが、そう
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いう基礎・基盤工学の研究なり教育活動にいかなる資源配分があるべきかという議論はどこ

かでしているのですか。 

（班目教授）これは辻倉さんからお答えのほうがいいかもしれませんが、人材育成プログラム

が始まったときに、産業界のほうから絶滅危惧種ということで挙げられたものがありまして、

例えば腐食だとか溶接だとか振動だとかがあります。ただ、あれはあくまでも産業界のほう

からの提示をそのまま採用する形でしたので、きちんとした議論はなされていないと思いま

す。ぜひ、一度整理をして、腐食については実はこういうところも関係しているのだから、

こういうところで何とかカバーできないかとか、そういうマップもつくっていただけると大

変ありがたいと思います。 

（近藤委員長）それはナレッジマネジメントの観点で重要だと言っているのではないですか。

それは教育論としてはわかりますが、そこについてリ・サーチするべきだという議論はどう

ですか。私のこだわりはそこなのですが。勿論、ナレッジマネジメントのためにはそれなり

に仕組みを考えるべきだと思のですが、どちらの議論をしているのですか。 

（班目教授）リ・サーチとして。現実に原子力発電所の中では腐食の問題というのは相変わら

ず大問題なはずなのに、絶滅危惧種に指定されてしまっています。 

（近藤委員長）それは研究費をだれも出さないからですか。 

（辻倉主査）研究費を出さないというよりも、研究費は産業界サイドから見ますと必要な部分

には単発的に出しているわけですが、大学の中の１つの学科や講座を維持するという理由で

は非常に難しいということです。 

  よく議論されますのは、大阪大学の溶接工学科です。溶接工学という形で１つの学科を維

持していたわけですが、今はもう分散的にやっているわけです。単発的にここは必要という

ところへ研究費が出て、それがどこかの研究科の中の何がしかの部分で行われているという

ことになるわけです。これでは、統一的に溶接工学というような形での体系がきちっと維持

されて、どの分野に学際的なことがあり、どの分野に先端的なことがあるのかといったよう

なことはもう見えないわけです。 

  まだまだ溶接につきましても、私どもがさんざん痛い目に遭ってきたインコネルもそうで

すし、腐食の分野においても更に研究を進めることが必要な部分があるというわけです。そ

ういった分野については、やはり体系的な受け皿を大学にやっていただきたいというのが産

業界側のニーズです。 

（近藤委員長）なるほど。大学の工学部で持てる教育研究ユニット数をどう考えるかですが、
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新しい産業が起きるたびに関係する教育研究ユニットを作っていくことが大学のとるべき道

かということがあります。東大は高度成長期に教育する学生数を増やすために、今度はこん

な新しい産業が生まれますから講座ください、学科くださいといって増やしてきた、最後は

たしか超電導工学専攻をつくって２４かなにまでなった。でもどこかおかしいということで、

これを大学院重点化の際に大くくりにすることにしたのです。ところがこの間、ＭＩＴでは

学部の学科数は8つでしたからほとんど変わっていません。大学院は１４でしたかね。学科

というのは教育ユニットですね。溶接工学という教育ユニットを用意するというのはキャッ

チアップ時代の日本の人材育成の風景によくあったのでしょうが、どう考えてもいずれ寂れ

てしまう予感がしたでしょうね。私も、今のお話を聞いて我が国と発想が似ている米国で溶

接教育はどうなっているかと調べた記憶がありますが、ざっと見て、溶接工学科的なものが

ある大学も１つ２つ見つけました。それは製造業の街といわれるところにある大学です。一

方、たとえばＭＩＴはどうしているかというと、溶接工学は数講座の研究センターがあり、

これを中心に大学横断的な大学院の工学システム研究科というなかに教育研究ユニットを作

っています。これに似たのは、東大の工学系研究科のラボシステムです。これに外部資金の

受け皿にしてもよいことにして、たしか建物を作ったところもあります。だから、ニーズが

あり、インタレストがあれば、そのために研究教育ユニットをつくるのは大学の研究者の仕

事ですから、それに刺激を与えることが重要ではないでしょうか。 

  はい、どうぞ。辻倉さん。 

（辻倉主査）さらに問題を複雑化させるかもしれませんが、今は原子力工学の分野の基礎の議

論をしていますが、原子力だけではなくて、例えば、電気事業者のお話をさせていただきま

すと、パワーアカデミーと称した支援活動を行っていることがあります。電気工学科の強電

部分が、発電機の設計やモーターの設計など、こういう非常にコンベンショナルな部分が非

常に弱くなっています。そこで、これも先生のお言葉を借りますと、お金が流れないと研究

が出来ないということで、ともかくお金を出しましょうということで今キャチアップ的に支

援しているわけです。 

  原子力だけで考えるのではなくて、化学も電気もその他のところも共通基盤の部分はやは

り共通的にそういう側面がありますので、溶接工学科の復活が大事であるということではな

くて、そういう基礎分野について原子力だけではなく、全産業を通したときにこういうこと

があるというようなものが見えてくると、それに対するサポートの仕組みも見えてくるので

はないでしょうか。今はそういうことは見えないので、自ら必要なところに単発に手を入れ
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ているというわけです。 

  先ほどマップというお話が出ましたけれども、もう少し全体を俯瞰して、原子力産業とい

うことで閉じるのではなくて、もう少し広い目で基礎分野の整理が必要ではないかと思って

います。 

（近藤委員長）神様のように誰かが全体を俯瞰してかくあるべしという、なんていうか予定調

和的に大学の教育研究システムができることはあり得ませんからね。刺激を受けた人、直観

を働かせる人がいてイノベーションが提案され、それに共鳴して資源が動員されることでそ

れが実現していくのです。 

  ところで、辻倉さん。たしか産学人材育成パートナーシップでは、鉄鋼やいろいろな分野

の人材育成協議会が並行して走りましたが、その中でそういう問題意識で、つまり共通的に

こういう基礎・基盤的なものについては何とかしなくてはならないという、分野に横串を通

す仕組みの議論や提案は出てきたのですか。 

（辻倉委員）極めて弱いと思います。 

（班目教授）原子力が一番うまくいっていて、次がパワーアカデミーなので、ほかはそのお手

並み拝見という状態でとまっているみたいです。 

（近藤委員長）ほかに、はい、岡田さん 

（岡田准教授）最後に。私の専門である放射化学のほうも今何となく押されていて、あまり重

要視されていなくなってきているんです。 

（近藤委員長）そんなことないですよ。 

（岡田准教授）そうですか。そっちのほうもぜひ目を向けてもらいたいなと思いますので、よ

ろしくお願いいたします。 

（近藤委員長）少し前、低温核融合の研究を通じて同位体分布がある種の操作でもって変わる

という発見があって、それが新しいサイエンスを産むかもしれないということが議論されま

したし、最近では核犯罪学に高度の放射化学技術の適用が議論されていますので、放射化学

にはまだホットな課題があると思っています。ただ、大学に研究者がいなくなり、教育もな

されなくなりつつあることは事実ですね。それは分析化学一般について自動化が進んだため

に、方法論的な意味で対象とする現象というか特性を高度化して深掘りしていていかないと

研究分野としては存在し得ない、それを化学というかどうか意見がわかれるのでしょうけれ

ど、そういうことなんだと思いますが。 

  それでは、時間が参りましたので、本日は、本当にお忙しいところご参集賜り、活発な意
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見交換をいただきましたこと、大変ありがたく、感謝申し上げます。これにてこの意見交換

を終了させていただきます。ご意見を咀嚼していいレポートにしていきたいと思います。ま

た幾つかわからないことについては事務局からお尋ねするかもしれませんが、その節は、よ

ろしくご協力のほどお願いいたします。 それでは、この議題これで終わらせていただきま

す。どうもありがとうございました。 

  それでは、次の議題、その他議題ですが。事務局。 

 

（２）その他 

 

（中村参事官）その他の議題、事務局からは特段ございません。 

（近藤委員長）それでは、次回の予定をお願いします。 

（中村参事官）次回、第１７回の原子力委員会定例会でございます。３月２３日火曜日の１０

時半から、いつものとおり１０階の１０１５会議室を考えてございます。 

（近藤委員長）それでは、この後、３つ目の議題として、非公開案件を審議したいと思います

ので、関係者以外の方はご退席いただきますようにお願いいたします。 

  どうもありがとうございました。 

 

 （３）人事案件（非公開） 

 

標記議題については人事案件を審議することから非公開とした上で、文部科学大臣より原

子力委員会に、独立行政法人日本原子力研究開発機構法第１２条の規程に基づき意見を求め

られた件について審議を行い、異存の無い旨回答することとした。 

 

―了 


